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論文内容の要旨
本論文の目的は、第一に、社会教育研究における NPO 研究の位置づけを明らかにし、その枠組みと課題を示すこ
とである。第二に、ここで示した課題に取り組む実証研究を行うことで、社会教育研究としての NPO 研究の発展に
寄与することである。
第一章では、これまでところその概念が一義的に確立されたとは考えにくい iNPOJ について、定義を行った。第
二章では戦後の社会教育研究が社会教育関係団体・住民運動の教育的意義をどのように捉えてきたのかを整理し、従
来の観点と NPO 研究において求められる観点の共通点と相違点を論じた。従来の社会教育研究においては、市民活
動の内在的教育・学習活動を主に注目してきたが、 NPO 研究においては市民活動の対外的教育・学習事業中心の観
点の必要'性を示した。第三章と第四章では社会教育研究において NPO を対象とした先行研究と、社会教育研究以外
の分野における NPO 研究を整理し、研究課題を抽出した。 NPO 研究は①NPO の内在的教育・学習活動、②NPO の
対外的教育・学習事業、③NPO と行政・市民との関係、の三つの局面から展開されうることを示し、とりわけ②を
中心とした研究を発展させることの必要性を示した。同時に、その研究が従来の社会教育理論の再検討をともなって
進められるべきであることを論じた。
第五章と第六章は事例研究である。社会教育施設の運営を NPO に委託した池田市と箕面市の事例を取り上げ、委
託によって得られた効果と課題について検討した。その上で、行政との比較において NPO の優位性について論じ、
その専門性の構成要素を分析した。結論として NPO の専門性とは、個人としての専門家の力量に代表されるもので
はなく、成員相互の理念の共有と活動経験の蓄積、内外の人間関係によって支えられる「組織としての専門性」とし
て理解すべきことを示した。また、委託を初めとする行政との関係において、 NPO がその専門性を十全に発揮する
ための条件整備について検討した。
第七章では、社会教育研究における NPO 研究の課題を、事例研究を踏まえてより深めることを目指し、残された
課題として NPO を通じた市民参加の問題と、社会教育行政の再検討の問題について論じた。社会教育行政の再検討
では、 NPO に関わる社会教育行政が一般行政と NPO の狭間でその存在意義を埋没させつつある状況があることを示
し、現代的課題として「社会教育の終駕J 論の再検討の必要性を示した。最後に、公共サービスの市場化という支配
的な流れに対し、市場原理を重視するアプローチの対極にあるものとして、専門性を有する NPO を社会的資源とし
て理解する社会モデ、ルを提起し、両者を比較しつつ今後の展望について論じた。
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論文審査の結果の要旨
本論文は、 1998 年の NPO 法施行にも後押しされる形で、さまざまな NPO が社会的活動を活発化させてきた状況
において、社会教育に投げかけられている新たな課題を考察している。とくに、各種 NPO が地方自治体から社会教
育関連の諸事業を委託され、住民に対するサービスの提供主体となりつつある事例の考察を中心にしながら、社会教
育における行政責務と市民参加のあり方を歴史的に振り返るとともに、社会教育事業主体としての NPO の可能性お
よび今後の課題について検討している。また、 NPO 研究に対して社会教育の視点を提起することで、両者間の対話
を活性化させることが今後双方にとって有意義ではないかと提案している。
本論文においては、市民活動における①内在的教育・学習活動と②対外的教育・事業活動という 2 つの側面を対比
しながら、行政と市民の聞を媒介する NPO がそれぞれとどのような関係性を築きうるのか、またそのことがかつて
社会教育の世界で、話題になった「社会教育の終意J 論に投げかける示唆について述べながら、公共サービスの市場化
という今日的動向の中で NPO を社会的資源としてとらえるモデ、ルについても考察するなど、野心的な試みがなされ
ている。
NPO および社会教育の研究者にとって、本論文は今後に求められるきわめて重要な学際的視点と問題意識を提示
しており、本論文は博士(人間科学)の学位授与にふさわしいものと判定する。
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